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事実の概要

　株式会社Ｘ（原告・控訴人・上告人）は、平成
18 年 12 月、一般貨物自動車運送事業等を営む有
限会社Ｙ（被告・被控訴人・被上告人）との間でＸ
所有の本件土地を目的とする本件賃貸借契約を締
結し、本件土地をＹに引き渡した。本件賃貸借契
約は平成 26 年 5 月にＸの解除により終了したた
め、Ｘが所有権に基づき本件土地の明渡し等をＹ
に請求した。Ｙは、本件賃貸借契約の終了前から、
Ｘに対し、Ｘとの間の運送委託契約により生じた、
弁済期にある運送委託料債権と遅延損害金請求権
の 789 万円余（以下、「本件運送委託料債権」という。）
を有しているため、当該債権を被担保債権とする
商法 521 条の留置権が本件土地上に成立してい
ると主張し、Ｘの請求を争った。
　第一審の京都地判平 28・3・22（民集 71 巻 10
号 2189 頁）と原審の大阪高判平 28・12・16（民
集 71 巻 10 号 2211 頁）がともに、不動産にも商法
521 条の商人間の留置権が成立し得ると判示し
て、商人間の留置権の目的物に不動産が含まれな
いとするＸの主張を退けた。そこで、これを不服
とするＸが、不動産は商法 521 条所定の商人間
留置権の目的たる「物」に該当しないのに、本件
土地について同条の留置権の成立を認めた原審の
判断には法令の解釈適用の誤りがあると主張して
上告したのが、本件である。

判決の要旨

　「……民法は、同法における『物』を有体物で
ある不動産及び動産と定めた上（85条、86条1項、
2 項）、留置権の目的物を『物』と定め（295 条
1 項）、不動産をその目的物から除外していない。
一方、商法 521 条は、同条の留置権の目的物を『物
又は有価証券』と定め、不動産をその目的物から
除外することをうかがわせる文言はない。他に同
条が定める『物』を民法における『物』と別異に
解すべき根拠は見当たらない。
　また、商法 521 条の趣旨は、商人間における
信用取引の維持と安全を図る目的で、双方のため
に商行為となる行為によって生じた債権を担保す
るため、商行為によって債権者の占有に属した債
務者所有の物等を目的物とする留置権を特に認め
たものと解される。不動産を対象とする商人間の
取引が広く行われている実情からすると、不動産
が同条の留置権の目的物となり得ると解すること
は、上記の趣旨にかなうものである。
　以上によれば、不動産は、商法 521 条が商人
間の留置権の目的物として定める『物』に当たる
と解するのが相当である。」

判例の解説

　一　本判決の意義と問題の所在
　商法 521 条は、商人間の商行為によって生じ
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た債権が弁済期にあるときは、債権者が債務者と
の商行為により占有を取得した債務者所有の「物
又は有価証券」を留置することを認める（以下、「商
人間留置権」という。）。商人間留置権は、被担保
債権が商人間の双方的商行為により生じたもので
あることを要し、目的物が債務者との商行為によ
り債権者の占有に帰した債務者所有の物・有価証
券に限られる点で、民法 295条に定める留置権（以
下、「民事留置権」という。）よりも成立要件が厳格
である一方、目的物と被担保債権との牽連関係が
必要とされない点、債務者の破産開始決定の場合
等にも消滅せず、破産法等において特別な効力が
認められる点（破産法 66 条 1 項・3項・2条 9 項・
65 条、会社更生法 2条 10 項・168 条 3項、民事執行
法 53 条）で、民事留置権より強力である。その
趣旨は、本判決の指摘する通り、商人間における
信用取引の維持と安全の確保にある１）。
　商人間留置権に関しては、近時、金融機関等か
らの借入により土地を取得した注文主からその所
有土地上における建物の建築を請け負った建築請
負人が建築工事を完成させたものの、当該注文主
が経済環境の悪化等により請負代金未払いのまま
倒産したため、当該土地に抵当権を有する金融機
関等と、当該建物の敷地に対しても商人間留置権
を主張する建築請負人との利害が衝突する事案
（以下、「抵当権・留置権衝突事案」という。）が頻発
した２）。当該事案では、不動産（土地）に対する
商人間留置権の成否が争点の一つとされ３）、この
問題を巡る下級審の判断が、商人間留置権の制度
趣旨・機能の理解の違いを反映して分かれていた。
これを受け平成14年 3月に取りまとめられた「担
保・執行法制の見直しに関する要綱中間試案」で
は商人間留置権の目的物に不動産を含まない旨を
示していたが、建築請負業者の利益保護の要請を
勘案して改正法に盛り込まれず、解釈に委ねられ
ることとなった４）。そうした状況のもと、本判決
は、文理解釈と制度趣旨の両面から、商人間留置
権の目的物に不動産が含まれる旨を、最高裁判所
として初めて判示した注目すべき判例である５）。
これにより、司法判断が肯定説の立場において統
一されることと考えられるだけに、本判決は重要
な意義を有する６）。

　二　商人間留置権の目的物と不動産の取扱い
　１　従来の下級審判例の状況
　商人間留置権の目的物に不動産を含むかどうか
の問題につき、まず従来の判例の状況を見ると、
下級審の判断は、否定裁判例と肯定裁判例とに分
かれていた。
　このうち、否定裁判例の東京高判平 8・5・28（高
民集 49 巻 2 号 17 頁）は、①商人間留置権は、不
動産を対象とする民事留置権と沿革を異にし、中
世イタリアの商人団体の慣習法に起源を有するも
のがドイツの旧商法と新商法に明文化されたもの
であるところ、ドイツの新商法では商人間留置権
の対象を「動産および有価証券」と規定し、これ
がわが国の旧商法を経由し現行商法 521 条の制
定につながっていること、そのため、②現行商法
および民法と同時期に起草された競売法（明治 31
年制定。昭和 54 年の民事執行法制定により廃止）が、
動産の「競売ハ留置権者……其他民法又ハ商法ノ
規定ニ依リテ其競売ヲ為サントスル者ノ委任ニ因
リ……之ヲ為ス」（競売法 3条）と規定する一方、
不動産の競売は「留置権者……其他民法ノ規定ニ
依リテ其競売ヲ為サントスル者ノ申立」によりこ
れを行う旨を規定していたところ（同法 22 条）、
その趣旨に関し、不動産については、動産と異な
り、商法の規定により競売すべき場合はないと
解されていたこと（明治 33 年 5月 26 日民刑第 799
号民刑局長回答）、③商人間留置権は沿革的に商人
間の合理的意思に基礎を置く法定担保権と考えら
れるところ、商人間の商取引では、一方当事者の
所有不動産の占有が他方当事者に移されたという
事実のみで、当該不動産を取引の担保とする意思
が当事者双方にあると見るのは困難であること、
および、④登記の順位により権利の優劣が定まる
のを原則とする不動産取引法制の中で、被担保債
権と目的物との牽連性さえも要件としない商人間
留置権の成立を不動産上に認めることは、不動産
取引の安全を著しく害し、法秩序全体の整合性を
損なうことを根拠に、不動産が商人間留置権の目
的物に含まれないと判示した。
　また、否定裁判例の東京高決平 22・7・26（金
法 1906 号 75 頁）も、前提東京高判平 8・5・28
と同様の沿革的理由に言及した上で、⑤商人間の
継続的取引で、債権者が債務者の所有不動産を占
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有することは通常考え難いこと、⑥債務者が抵当
権を設定した土地の上に建物を建築することを当
該債務者から請け負った建築請負人は、当該土地
上の抵当権の存在を不動産登記により知り得る以
上、工事完成後に請負代金請求権を被担保債権と
して当該土地上に商人間留置権を主張し得るとす
ることは、不動産登記制度との関係で極めて不都
合であり、不動産担保制度を不安定にすることも
理由に追加し、不動産が商人間留置権の目的物に
含まれない旨を判示する。
　これに対し、肯定裁判例は、①民事留置権の対
象となる他人の「物」には不動産も含まれるとこ
ろ（最判昭 38・2・19 集民 64 号 473 頁）、商人間
留置権の目的物の範囲を別異に解すべき理由がな
いこと（東京高決平 22・9・9判タ 1338 号 266 頁）、
②商法 521 条の文言上は不動産を商人間留置権
の目的物から除外しておらず、留置の目的物に
含まないとの解釈は採り得ないこと（大阪高決平
23・6・7 金判 1377 号 43 頁、前掲大阪高判平 28・
12・16）、③商人間留置権の趣旨・目的に照らせ
ば、債務者所有の不動産を占有する債権者が債権
の弁済確保のため当該不動産に対し商人間留置権
を行使する必要性は、動産と変わらないこと（前
掲大阪高判平 28・12・16）、④不動産に対する留
置権の行使を認めることで生じる留置物の価額と
被担保債権の価額の不均衡は、民法 298 条・301
条等の類推適用等により解消し得ること（前掲大
阪高判平 28・12・16）を理由とする。
　このうち、肯定裁判例の理由④は、抵当権・留
置権衝突事案では、被担保債権と留置物とされる
不動産の価額差が小さかったせいか、判例の中で
指摘されなかった。しかし、本事案のように運送
委託料債権を被担保債権として債務者所有の不動
産に債権者が商人間留置権を行使するケースで
は、当該価額差が比較的大きくなるからか、本件
の原判決の前掲大阪高判平 28・12・16 が、不動
産を商人間留置権の対象に含めても債権者保護が
過剰にならないことを示すため、不動産が商人間
留置権の目的物に含まれるとの解釈の論拠にこれ
を加えるものであろう。本判決は従来の肯定裁判
例が挙げる理由①・②・③を根拠として掲げるだ
けで、原判決の理由④への言及はないが、それは
本判決が上告人の上告理由に対する判断を示すも

のであることによるものと考えられる。

　２　学説の状況
　次に、学説の状況を見ると、前掲東京高判平 8・
5・28 とほぼ同様の理由から同旨の否定説７）が
提唱され、これを支持する見解８）も少なくない。
しかし、学説上は肯定説９）が多数説である。肯
定説は、①商法 521 条が商人間留置権の対象に
不動産を含まないドイツ旧商法の系譜を引くとす
る根拠がはっきりせず、同条の制定審議の過程で
ドイツの旧商法に倣い不動産を留置物から除外す
る等の議論がされた形跡がないこと、商人間留置
権の目的物と被担保債権の牽連性を不要とする理
由を説明する商法修正案理由書の記述は、不動産
を商人間留置権の目的物から排除するとは述べて
いないこと、②旧競売法 22 条の文言を素直に読
めば、民法上のものと商法上のものとを問わずす
べての留置権者に競売申立権を認めるものと解せ
ること、③前掲東京高判平 8・5・28 が挙げる理
由③はその根拠が不明であり、当事者の意思を理
由に、法定担保権である商人間留置権の目的物に
不動産が含まれないと解するのは問題であること、
④否定裁判例・否定説は商人間留置権の目的物か
ら不動産を除外することで抵当権・留置権衝突事
案に一挙にかたをつけようとする実質論であるが、
説得力に乏しいことを根拠として掲げる10）。また、
肯定説は、⑤否定裁判例の挙げる理由④・⑥は民
事留置権にも妥当するが、民事留置権は不動産を
目的物に含む上に、登記なく第三者に対抗できる
こと 11）から、当該理由は商人間留置権の目的物
から不動産を排除すべき理由とならないとした上
で、現代の商取引では不動産も流通対象とされて
いる以上、商人間留置権の目的物に不動産を含む
と解することは商人間留置権の制度趣旨に合致す
るとする 12）。

　３　本判決の評価
　本判決は、解釈が対立する商人間留置権の目的
物と不動産との関係について、肯定裁判例および
これと同旨の多数学説の立場を、商法 521 条の
文理解釈・体系解釈および目的論的解釈を展開す
ることで採用した 13）。否定裁判例の掲げる理由
が多数学説から痛烈な批判を受けていること、現
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代の商取引が不動産を流通対象とすることも勘案
すると、本判決は説得力のある妥当な判断を示し
たものと評価することができる 14）。

　三　残された課題
　本判決は、上告人の上告理由に対する判断を示
したものであるため、抵当権・留置権衝突事案に
おける抵当権者との利害調整のあり方について判
断を示しておらず 15）、この点が検討課題として
残されている。この点、肯定説の論者の中には、
建築請負業者の敷地に対する占有取得を否定する
見解 16）、敷地の占有取得の原因となる商行為が
存在しないことを理由に敷地に対する商人間留
置権の成立を否定する見解 17）が一部に提唱され、
これと同様の考え方に立って建築請負業者の敷地
に対する商人間留置権の主張を認めない下級審の
肯定裁判例（東京高決平 6・12・19判タ 890 号 254 頁、
東京地判平 7・1・19 判タ 894 号 250 頁、福岡地判平 9・
6・11 金法 1497 号 31 頁、大阪高判平 10・4・28 金
判 1052 号 25 頁、東京高決平 10・6・12 金法 1540
号 61 頁、東京高決平 10・12・11 金法 1540 号 61 頁、
東京高決平 11・7・23 金法 1559 号 36 頁、東京高決
平 22・9・9判タ 1338 号 266 頁）もある。
　その一方で、敷地に対する商人間留置権の成立
を認めつつ、原則として登記の先後により抵当権
者と留置権者の利害調整を図るべきとする見解・
裁判例 18）もある。
　しかし、弾力的な解決を図るため、敷地に対す
る商人間留置権の成立を認め、商人間留置権を主
張する債権者が抵当権者に対し留置権を主張し不
動産の引渡しを拒絶し得ると解した上で、問題と
なった事案の事実関係を踏まえ抵当権者と商人間
留置権を主張する留置権者との和解による解決
の余地を残すべきとの見解 19）も提唱されており、
今後この面での議論の展開が注目される。
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